
前回のご質問およびご意見前回のご質問およびご意見

Ｑ1．下水道が耐震設計の基準としているレベル２地震動と、8月26日に
公表された日本海沖大地震の想定地震（マグニチュード7.6）は、
どちらが大きいのかどちらが大きいのか

Ｑ2．処理場の電気エネルギー原単位について、他の施設の現状を確認する

Ｑ3．使用料の見直しについて、消費税率改定についての内容を盛り込ん
ではどうか
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Ｑ１．下水道が耐震設計の基準としているレベル２地震動と、8月26日Ｑ１．下水道が耐震設計の基準としているレベル２地震動と、8月26日
に公表された日本海沖大地震の想定地震（マグニチュード7.6）
は、どちらが大きいのか

Ａ１．下水道が耐震設計の基準としているレベル２地震動は、平成

７年に発生した兵庫県南部地震のような、マグニチュード7.3
の内陸直下型地震を想定しています。

先日公表された、日本海沖大地震はマグニチュード7.6の海底先日公表された、日本海沖大地震はマグニチュード7.6の海底
地震を想定していますが、震源地が近い内陸直下型の方が建

物に与える破壊力は大きくなります。

下水道施設はこれに対応するように設計することになってい下水道施設はこれに対応するように設計することになってい

るため、下水道で基準としているレベル２地震動の方が大き

いことになります。
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Ａ２．

Ｑ２．処理場の電気エネルギー原単位について、他の施設の現状を確認する

出典：「下水道統計 ㈳日本下水道協会
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Ｑ３．使用料の見直しについて、消費税率改定についての内容を盛り

込んではどうか込んではどうか

変更前 変更後

Ａ３．

変更前 変更後

⑦【収入の確保(有収率および収納率の向上・使用料の見

直し)】

継続

今後の人口減少により収支の悪化が懸念されます。持続

⑦【収入の確保(有収率および収納率の向上・使用料の見

直し)】

継続

今後の人口減少により収支の悪化が懸念されます。持続

的に安定した下水道サービスを提供していくため、経営基

盤強化の取り組みをさらに進め、特に、有収率および収納

率の向上を図るなど健全化に努めます。

また、公共下水道事業については、安定した経営状況を

保つために、4年に一度の使用料金の見直しを行うほか、経

的に安定した下水道サービスを提供していくため、経営基

盤強化の取り組みをさらに進め、特に、有収率および収納

率の向上を図るなど健全化に努めます。

また、公共下水道事業については、安定した経営状況を

保つために、4年に一度の使用料金の見直しを行うほか、経保つために、4年に一度の使用料金の見直しを行うほか、経

営改善努力を引き続き重ねて行きます。

特定環境保全公共下水道事業については、経費回収率が

低く更なる経営改善努力が必要ですが、それだけでは限界

があることから、一般会計からの支援など解決策を検討し

ます。

保つために、4年に一度の使用料金の見直しを行うほか、経

営改善努力を引き続き重ねて行きます。

特定環境保全公共下水道事業については、経費回収率が

低く更なる経営改善努力が必要ですが、それだけでは限界

があることから、一般会計からの支援など解決策を検討し

ます。ます。

使用料体系は、平成28年度まで現行のままとすることと

しており、次期の見直しは、平成29年度に予定しています。

ます。

使用料体系は、平成28年度まで現行のままとすることと

しており、次期の見直しは、平成29年度に予定しています。

ただし、消費税率の改定等、他の法令の影響によっては、

その都度、見直しを行う場合があります。
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